
社団法人　　大日本水産会
№ 氏名 主たる役職名 年齢 都道府県 業　種

1 櫻　庭　　武　弘 北海道漁業協同組合連合会代表理事会長 71 北海道 沿 岸 漁 業 関 係

2 原子内　　辰　巳 岩手県漁業共済組合組合長理事 72 岩手県 沿 岸 漁 業 関 係

3 大　井　　酉　一 元月浦漁業協同組合代表理事組合長 77 宮城県 沿 岸 漁 業 関 係

4 今　野　　昌　郎 元石巻市沢田漁業協同組合代表理事組合長 79 宮城県 沿 岸 漁 業 関 係

5 狩　野　　一　美 相馬双葉漁業協同組合理事兼磯部支所長 70 福島県 沿 岸 漁 業 関 係

6 渡　邉　　德　二 いわき市漁業協同組合理事兼勿来支所長 82 福島県 沿 岸 漁 業 関 係

7 小　野　　　勲 茨城沿海地区漁業協同組合連合会代表理事会長 68 茨城県 沿 岸 漁 業 関 係

8 川　名　　正　子 前神奈川県漁協女性部連絡協議会会長 70 神奈川県 沿 岸 漁 業 関 係

9 小　田　　政　市 新潟漁業協同組合代表理事組合長 69 新潟県 沿 岸 漁 業 関 係

10 宮　原　　淳　一 由比港漁業協同組合代表理事組合長 71 静岡県 沿 岸 漁 業 関 係

11 小　川　　　淨 愛知県漁業協同組合連合会代表理事会長 68 愛知県 沿 岸 漁 業 関 係

12 後　藤　　陳　之 元宮津漁業協同組合代表理事組合長 81 京都府 沿 岸 漁 業 関 係

13 松　村　　德　夫 紀州日高漁業協同組合代表理事組合長 61 和歌山県 沿 岸 漁 業 関 係

14 　西  　　  寛 箱崎漁業協同組合代表理事組合長 69 長崎県 沿 岸 漁 業 関 係

15 黒　田　　正　明 松尾漁業協同組合代表理事組合長 84 熊本県 沿 岸 漁 業 関 係

16 峯　元　　六　夫 羽島漁業協同組合代表理事組合長 83 鹿児島県 沿 岸 漁 業 関 係

17 池　田　　　博 (一社)全国遠洋かつお・まぐろ漁業者協会代表理事会長 64 富山県 沖合・遠洋漁業関係

18 長　野　　規　一 三重県漁業共済組合組合長理事 72 三重県 沖合・遠洋漁業関係

19 赤　間　　東　治 前宮城海区漁業調整委員会委員 77 宮城県 増養殖・内水面関係

20 櫻　井　　　新 全国内水面漁業協同組合連合会代表理事会長 79 新潟県 増養殖・内水面関係

21 米　澤　　博　孝 (社)本州鮭鱒増殖振興会副会長理事 69 富山県 増養殖・内水面関係

22 宮　島　　幹　夫 前下伊那漁業協同組合代表理事組合長 83 長野県 増養殖・内水面関係

23 岩　垣　　康　司 高原川漁業協同組合代表理事組合長 68 岐阜県 増養殖・内水面関係

24 山　本　　勇　二 広島県漁業協同組合連合会代表理事会長 68 広島県 増養殖・内水面関係

25 高　橋　　　昭 前香川海区漁業調整委員会会長 76 香川県 増養殖・内水面関係

26 柴　田　　光　明 前愛媛県真珠養殖漁協協議会会長 70 愛媛県 増養殖・内水面関係

27 吉　田　　國　夫 元東与賀町漁業協同組合代表理事組合長 75 佐賀県 増養殖・内水面関係

28 竹　尾　　久　信 深良津二世会会長 64 大分県 増養殖・内水面関係

29 常　深　　　浩 兵庫県水産物卸組合連合会会長 64 兵庫県 流通･加工・冷凍関係

30 西　尾　　　勲 協同組合境港水産物直売センター理事長 71 鳥取県 流通･加工・冷凍関係

31 稲　益　　重　樹 福岡水産物商業協同組合副理事長 67 福岡県 流通･加工・冷凍関係

32 平　川　　眞　臣 (株)福岡魚市場代表取締役社長 66 福岡県 流通･加工・冷凍関係

33 吉　田　　　孝 前長崎魚市(株)代表取締役社長 69 長崎県 流通･加工・冷凍関係

34 安　藤　　善　則 北海道信用漁業協同組合連合会代表理事会長 70 北海道 金融・保険・共済関係

35 上　村　　勝　利 岩手県漁船保険組合組合長理事 68 岩手県 金融・保険・共済関係

36 寶　澤　　了　司 広島県信用漁業協同組合連合会代表理事会長 65 広島県 金融・保険・共済関係

37 井　上　　喜　洋 元鹿児島大学大学院水産学研究科教授 68 東京都 研 究 開 発 関 係

38 垣　添　　直　也 日本水産(株)相談役 73 東京都 水 産 全 般

39 多　田　　久　樹 (株)極洋代表取締役社長 64 東京都 水 産 全 般

40 佐　治　　信　忠 サントリーホールディングス(株)代表取締役社長 66 大阪府 震 災 復 興 関 係

41 岡　本　　行　夫 (一社)東北漁業再開支援基金・希望の烽火代表理事 66 東京都 震 災 復 興 関 係

平成24年度水産功績者一覧表

    沿岸漁業関係 16名   沖合・遠洋関係 2名   増養殖・内水面関係 10名   流通・加工・冷凍関係 5名　　
   金融・保険・共済関係 3名 　研究開発関係 1名　 水産全般関係 2名　　震災復興関係 2名　　 合計41名


